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国 賠 訴 訟 控 訴 審 結 審
弁護士　有 岡　佳 次 朗

２０２２年２月４日、国賠訴訟控訴審は第６回期日を迎
え、渡辺一枝さんと堀尾輝久さんによる控訴人意見陳述に
続けて、代理人６名の意見陳述が行われ、弁論終結となり
ました。地裁、高裁と続けてきた裁判も、一区切りとなる
ことから、東京弁護団の若手からも裁判所に訴えるべきと
いうことで、この日の意見陳述を、私が拝命することとな
りました。当日の意見陳述を、以下にご紹介します。

私は登録して７年目を迎えた弁護士です。
新安保法制法は、2015 年 7月衆議院で、同年９月に参
議院でいずれも強行採決によって可決され、成立したとさ
れました。
当時私は、司法修習生で、新安保法制法についてはニュー
スで知っている程度でした。ただ、国会前にあれだけの人
が集まって声をあげている映像を見て、日本でもこのよう
なことが起きていることに強く衝撃を受け、ただならぬこ
とが起きていることを感じ、そこから新安保法制法に対し
て関心を持つようになりました。
弁護士になってから、新安保法制法の違憲訴訟を行って
いることを知り、黙って見過ごすわけにはいかないと思い、
弁護団に加入しました。
新安保法制法は、集団的自衛権や後方支援、武器等防護
など、およそ現憲法下で説明しようがない法律であり、憲
法学者も口をそろえて違憲であると言っていました。また、
当時の政府もそれがわかっていたことから解釈改憲などと
呼ばれる手法を使わざるを得なかったのだろうと思いまし
た。このように、憲法適合性がないことは明らかで、裁判
所も統治行為論のような旧来の手法を使わなければ憲法判
断をし、違憲判決をするものと思っておりました。また、
さまざまな原告の方のお話を聞く中で、平和の中で暮らし
たい、戦争の恐怖、二度と繰り返したくないなどの思いが、
それぞれの方の人格の中心になっている、人格を形成して
いると思わせられ、このようないわば当たり前の価値観を
裁判所がわからないわけがないとも思っていました。
しかし、ご承知のとおり、地裁高裁含めてこれまで２０
の判決が出ていますが、いずれも憲法判断をせずに原告の
請求を認めないというものでした。どのような判断をした
かというと、こちらもご承知のとおり、「原告の生命、身
体の侵害の危険が切迫し、現実になったとは言えない」、
そして新安保法制法の成立は、原告にとっては単なる義憤
ないし公憤であるというものでした。

私は、この判決文を読んだとき愕
然としました。それと同時にあまり
に判で押したような判決が続き、恐
怖すら覚えました。
判決の内容をそのまま受け取れば、
戦争が起こらない限り危険が切迫し、
現実になったとは言えない、それは
つまり、戦争が起こってから裁判所
に来てくださいというものでした。また、それぞれの立場
で戦争に巻き込まれたくない、平和に暮らしたいという原
告らの精神的苦痛は、一部の人たちの義憤や公憤でしかな
いというものでした。私が今ここで意見陳述をすることが
できているのは、戦争が現実には起こっていないからです。
実際に戦争が起きてから裁判所に来いというのは、誰が考
えても現実的ではありません。
国家の基本法として尊重されるべき憲法を、こんなに簡
単に変えてしまったことについても、裁判所は何も言って
いません。政治が守るべき憲法をその政治が破壊したこと
について、裁判所は後追いするだけでいいのでしょうか。
私は、このような誰が聞いてもおかしな、非現実的な判
決を、裁判官は本当に心の底から正しいと思っているのだ
ろうかと疑問に思っていました。人間ですから価値観が合
う、合わないは当然ありますが、すべての裁判官がこのよ
うな判決を書いたこと、書かなければならなかったことは、
何か別の理由があるのではないかとすら思いました。
人間社会ですから、さまざまな利害関係の中で自他を成
り立たせないといけないことはわかりますが、司法も裁判
官の一人ひとりのレベルでは憲法の番人、三権分立、裁判
官の独立などは実践に値しない、理念上のものにすぎない
のだろうかと、憲法を学んできた私にとっては、あまりに
衝撃的で、絶望すら覚えました。
まだまだ人生経験も法曹としての経験も浅い私が申し上
げるのも恐れ多いですが、出世がどうとか、定年間近だか
らどうとかではなく、憲法を学び、これに拘束される者と
して、事実を見て、ご自身で裁判官としての良心に問いか
け、それにのみ従って判決を下していただくことを切に
願って私からの意見陳述とさせていただきます。

判決言い渡しは、５月２４日１４時から１０１号法廷で
予定しています。多数の皆様の傍聴並びにご注目をお願い
いたします。
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判決日なんて聞いていない！ 女の会は 3 月 25 日判決の法廷をボイコット

安保法制違憲訴訟女の会原告事務局 　柚 木　康 子
裁判長が逃げた！

2022 年 1月 28日 14時半、裁判官忌避申立てを経て 1
年 3か月ぶりに開かれた女の会の第 16回口頭弁論でとん
でもないことが起こった。原告側代理人 3人の意見陳述
が 30 分で終了、武藤裁判長は提出済の準備書面 25、26
の陳述、書証の確認を行った。しかし証拠の申し出につい
ての言及がなく、原告側代理人が起立し今後の進行につい
てと話し出したところ、武藤裁判長が何やら呟きながら両
陪席に目配せし、腰を上げあっという間に退廷したのだ。
時に 15時 3分過ぎ。
弁護団も法廷バー内にいた原告らも、傍聴席も裁判長が
何を言ったか聞き取ることはできなかった。原告や傍聴席
からは、「裁判長、戻ってきちんと話してください」の声
が飛んだ。法廷に残っていた書記官に、代理人が裁判長に
戻りきちんと話をするように求め、書記官は法廷から出て
行った。10 分ほどで戻った書記官は「裁判長は、もう閉
廷したので来ません」と伝えた。代理人は再度経過を説明
し、裁判長に戻ってきて私たちに話すよう伝えてほしいと
求めた。書記官は、伝えることはそれだけですかと言って
出て行った。
30分後戻ってきた書記官は、「みなさんのお話をお伝え
しました。裁判長からは次のように伝えるように指示があ
りました。まず判決期日ですが・・」と話し出し、代理人
は、それは裁判長から聞くことですと遮った。その後もや
り取りが続いたが、書記官は「みなさんの意見は裁判長に
は伝わっています。ですが、裁判長は戻るつもりはありま
せん」と言うのみだった。

法廷を出たら通路をふさぐバリケードと人垣が

16 時半に自主的に法廷を後にした。そこで見た光景に
は驚いた。玄関ロビーに行く通路が鉄柵と高いパ―ティ
ションで塞がれ、男女職員が多数、密に並んでいた。制服
警官もいた。先に法廷を出た原告や傍聴人は非常口から追
い出されていた。何十年も裁判所に行っているが初めて見
た光景だった。バリケードを解くよう要求しやっとエレ
ベータで民事 6部に向かうと、そこでも 10数人の職員が
私たちを待ち構えていた。総括書記官と名乗る男性が話を
聞くと言ったが、直後に担当書記官が出てきて法廷でのや
り取りが再現された。ふと振り返ると降りてきたエレベー
タ前にはバリケードにいた面々が遠巻きに私たちを監視し
ていた。角田弁護士が「なんでこんな対応をするのか、誰
が要請したのか、私たちが何か暴力を働くとでも思いまし
たか、ただ座っていただけです」と強く抗議した。裁判所
正面玄関の前には紺色の警察車両があった。
女の会裁判は通常 103 号法廷で行われるが、昨年 12月
下旬に書記官のミスで 103 号法廷が使えないから 28 日
は 102 号法廷になると連絡があった。102 号法廷のそば
には警備員室があり、今回の対応はその時から考えられて

いたのだろう。司法が壊れたのだ。

聞く耳を持たない裁判長の姿勢

女の会は裁判所の対応に、1月 31 日に「2022 年 1月
28日弁論期日における裁判官の訴訟指揮に対する異議申
立て」を出し、2月 4日に司法記者クラブで異常な訴訟指
揮について記者会見を行った。同15日に「第16回口頭弁
調書の記載についての民事訴訟法160条に基づく異議申立
て」を出し、裁判長が弁論終結と判決を言い渡す旨の告知
をしたとの事実に反する記載の削除、原告らの証拠申出に
つき裁判長がその採否も判断していないことの記載を求め
た。同21日には口頭弁論期日指定の申し出も提出した。
裁判所はこれらに誠実に対応もせず、誰かのブログに法
廷内の映像がアップされたとして判決日には、通常の荷物
検査とは別に手荷物検査を行うと通知してきた。法廷から
職務を放棄し逃げ出したのは裁判官であり、私たちはな
んら「法秩序」を乱していない。こんな対応を許せない
と、3月 14 日「抗議及び要請書」を出し、判決日とされ
た 25日は出廷を見合わせると通告した。
2月には安保法制違憲訴訟に取組む各地の原告・弁護団、
一般の方々に「東京地裁民事 6部裁判長の訴訟指揮及び
地裁所長の警察官導入に抗議する」声明への賛同を呼び掛
けた。

女の会の裁判の特徴は

女の会裁判は「ジェンダーと平和」をテーマに、安全保
障法制の違法性と民衆の被害を訴えている。2014 年 7月
閣議決定から翌年 9月 19日の強行採決に至る過程は、公
権力により戦争を放棄した平和憲法を犯し、原告たちが
様々な分野で積み上げてきた平和への努力を無にした。女
の会は、秘密にされた安保法制懇議事録などの提出を求め
る「文書提出命令申立」を行い、その経緯を知る横畠内閣
法制局長官 （当時）の尋問を申請していた。
武藤裁判長は着任早々、申立や申請は必要ないと切り捨
て結審を急いだ。1月 28 日口頭弁論前には、原告側は意
見を述べる機会と裁判所の考えの説明を求める文書も提出
した。しかし一切答えること無く逃げ、警察まで導入した
武藤裁判長を私たちは許すことはできない。ウクライナへ
の攻撃をみれば軍事で平和は実現しない、日本国憲法の前
文と 9条の価値はさらに明らかになった。
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判決を受けて
２０２２年３月１７日

安保法制違憲かながわ訴訟弁護団　

本日、横浜地方裁判所第４民事部（関口剛弘裁判長）は、
安保法制違憲かながわ訴訟において、原告らの国家賠償請
求及び自衛隊の防衛出動等の差止請求を棄却する判決を言
い渡しました。
かながわ訴訟には、横浜大空襲に罹災した原告がいます。
眼前で多くの命が失われる筆舌に尽くしがたい経験を乗り
越えて生きてきましたが、安保法制制定によって日本が再
び戦争をすることができる国へと変貌したことにより、戦
争の記憶が再燃し、なまなましい恐怖が呼び起こされ、再
び同じ目に遭わされることへの強い恐怖を覚えています。
横須賀基地、厚木基地等在日米軍基地の周辺に居住する
原告も多くいます。在日米軍基地がテロや米国の紛争の相
手国・組織からの攻撃の対象とされることに強い恐怖を感
じながらの生活を余儀なくされています。
差止請求について、全国に展開している安保違憲訴訟の
判決のなかで初めて民事請求の適法性を認めたことは評価
できます。しかし、平和的生存権、人格権、憲法改正・決
定権は侵害されたら事後的に回復を図ることが困難である
ことや近年日本の安全保障環境が変化していることを認め
ながらも、権利・利益侵害の蓋然性を否定し、請求を棄却
しました。

神奈川

岡　山

もっとも判決は、「関連２法については、『存立危機自体』
として想定される事態の範囲など、既定の文言のみから直
ちに明らかとは言えない部分もあり、今後、既定の想定す
る事態等について相当数の国民の理解ないし共通認識が不
十分なまま、本件各差止請求にかかる命令及び事実行為が
行われ、あるいは、行われる蓋然性が生じることになると
すれば、決して望ましいこととはいえない。上記蓋然性が
未だ認められるに至っていない現段階のうちに、改めて、
関連２法の内容について、行政府による説明や立法府によ
る議論が尽くされ、憲法が採用する立憲民主主義と平和主
義の下、広く国民の理解を得て、国の安全保障に関連する
諸制度が、国の平和と国民の安全を守るために適切に機能
する制度として整備されることが望まれる。」と判示して
います。新安保法制法の内容についての不明確性を指摘し、
そのままの適用について、危惧を表明して、立憲民主主義
と平和主義の下での再検討を求めています。
本判決は、これまで言い渡された他地裁の判決の言い回し
をそのままいうことはなく、原告らの訴えに耳を傾けたこ
と、行政府と立法府に対し、裁判所として一定の要望を述
べたことについては、評価できるものの、裁判所の本来行
使すべき違憲審査権を行使しなかったことについては、承
服できません。私たちは控訴して、立憲民主主義と平和憲
法を取り戻すために、司法が人権擁護の最後の砦としての
機能を果たし、裁判所が安保法制は憲法違反であるとの理
にかなった判決を示すまで、闘い続けることを表明します。

安 保 法 制 違 憲 訴 訟 
岡山地裁判決に対する声明

２０２２．３．２３

岡山安保法制違憲訴訟弁護団

本日，岡山地裁（裁判長田中俊行）は，岡山安保法制違
憲訴訟について，原告ら５６０名による切実な訴えを不当
にも棄却した。
平和的生存権については，憲法前文，９条，１３条によっ
て，憲法の理念の中核をなすものとして，当然に憲法上認
められるべきものであることは，原告らにおいて詳細に根
拠づけて主張してきたとおりであり，これを否定すること
は，憲法感覚の欠如を示すものというほかない。また，新
安保法制法の施行によって，我が国が戦争に巻き込まれ，
他国から攻撃を受けたり，テロリズムの対象となったりす
る現実的具体的危険が生じることについても，審理の過程
で詳細に主張し，専門家証言によって具体的に立証してき
たところであるにもかかわらず，裁判所がこれらを吟味し
た形跡は全く窺われない。
ウクライナへのロシアの侵攻がなされ，台湾有事が叫ば
れている状況に対する肌感覚が全く欠如した無責任な判断
としかいいようがない。
米中対立が深まっており，遅くとも６年内には，台湾を巡っ

て，米中が衝突する危険性が迫っていると言われている。
中国とアメリカが台湾を巡って，戦争に突入した場合に，
我が国と密接な関係にあるアメリカに対する武力攻撃が発
生したとされ，アメリカ軍と一体化した自衛隊は，集団的
自衛権に基づき，「我が国を防衛するため」として，武力
行使をすることになり，戦争当事国として我が国は攻撃の
対象にされることになる。我が国民が，否応なしに，殺し，
殺される最悪の悲劇の中に巻き込まれることが，新安保法
制法の適用下では想定内にある。
戦争は起こってしまってからでは遅く，「戦争の危険が
切迫し，現実のものになって」からでは，既に手遅れであ
る。戦争体験者である原告らはその体験を通じ，あるいは，
原告らの歴史認識を通じて，新安保法制法が我が国を戦争
に巻き込む現実的な危険性を有することを肌で感じて，矢
も楯もたまらず，新安保法制法によって，様々な態様で権
利の侵害・抑圧を受けていることを訴えているのである。
我々は，司法の役割を放棄し，憲法判断を回避した不当
判決に対して断固抗議するとともに，司法が本来の使命を
全うする日まで，そして，憲法違反の安保法制法を廃棄し
て，私達のみならず未来を生きる人々の平和的生存権を揺
るぎのないものにする日まで，全力で戦い続けることをこ
こに宣言する。

※声明は要約を掲載しております。全文はウェブ
サイトで公開しています。http://anpoiken.jp

声明要約 *

声明要約 *



4 No. 23

危険で不毛な 「敵基地 ・ 策源地攻撃能力保有」　
憲法を生かす会　筑 紫　建 彦

最近、「敵基地・策源地攻撃能力保有」論が再び急浮上
している。岸防衛相は、自衛隊機が他国領空に入って軍事
拠点を爆撃する手段を持つことを「排除しない」と答弁。
他国の領域内で武力行使することは、憲法 9条に明白に
違反し、歴代内閣が基本としてきた「専守防衛」からも逸
脱する。また、相手国が日本の攻撃への防衛として軍拡に
走り、それで日本がさらに軍拡するなら、軍備・軍事費の
膨張は際限なくなり、“脅威 ” はむしろ増大する（「安全保
障のジレンマ」）。
＊＊＊
自衛隊発足の翌 1955 年、鳩山一郎首相（当時）は「飛
行機で飛び出して行って攻撃の敵地を粉砕することまでは
今の（憲法）条文ではできない」と答弁したが、翌年、「誘
導弾等による攻撃が行われた場合に他に手段がないと認め
られる限り、例えば誘導弾等の基地を叩くことは、法理的
には自衛の範囲に含まれ、（憲法上）可能と思う」と答弁
をひるがえした。
だがそれ以降、「日米安保条約もないような、他に全く
手段がない場合の憲法上の解釈の説例だから…平生から他
国を攻撃するような兵器を持つことは憲法の趣旨ではな
い」（59年、野呂田防衛庁長官）、「国土防衛に徹し、攻撃
的兵器を持たない」（70年、中曽根康弘防衛庁長官）、「専
守防衛は、防衛上の必要からも相手基地を攻撃することな
く、もっぱら国土と周辺で防衛を行う」（72年、田中角栄
首相）など否定で一貫していた。北朝鮮が中距離ミサイ
ル発射実験（98 年）や NPT 条約離脱（2003 年）をした
ときも、小泉首相は「相手国の攻撃意図が分かった時に相
手を叩く攻撃兵器を持つべきだという議論は承知している
が、政府にそのような考えはない」と答弁。
ところが、小泉内閣の官房副長官の安倍氏は、「武器、
戦術、戦略が進歩する中で、専守防衛の範囲をどこまでと
考えるか議論は当然」と異論を唱えた。防衛省内部では「敵
の軍事力を撃破する『攻勢防御』」の方法や問題点が検討
され、09年の北朝鮮の長距離ミサイル発射実験と核実験
を機に、自民党は「日米協力下の策源地攻撃能力の保有検
討」を打ち出す。
その安倍氏は、2015年の首相時には「外国に出かけて行っ
て空爆を行う…ことは、必要最小限度を超えるのは明白で、
一般に禁止されている海外派兵に当たる」と答弁したが、
首相退任後の2020年には「『迎撃能力』を上回るミサイル
阻止の新たな方針を」と提唱し、「敵基地に限定せず中枢に
撃ち込む打撃力、反撃力と言う方が正確」と語った。
現在、ロシア、中国、また北朝鮮でも、弾道ミサイルや
巡航ミサイルの発射台は移動式が増え、極超音速や変則飛

翔型まで現れている。それら発射台だけでなく「策源地を
攻撃」ということは、司令部、防空基地、通信網、ミサイ
ル・システムの製造・整備・保管・輸送や要員の作業・宿
泊施設などへの攻撃も含みうることになり、民間施設や住
宅街にも広がりうる（イラク、アフガン、ウクライナなど
実例は多い）。
また相手国攻撃には、その支援や効果・効率を高める「シ
ステム」が不可欠となる。移動発射台のリアルタイムでの
探知には、無人偵察機や人工衛星群が必要という（米の「衛
星コンステレーション」は 1200 機の小型衛星網を相手国
上空に張り巡らす構想）。相手の防空網の突破には、攻撃
機やミサイルのステルス化、極超音速化、多種多数の無人
機、電子戦・早期警戒・給油機・空母も必要で、軍事費も
際限なく膨らむ。
さらに、攻撃の判断には不確定性が大きい。相手がミサ
イル攻撃する「かもしれない」段階から日本の攻撃態勢が
始動し、それを探知して相手も攻撃態勢を始動させれば、
状況はさらに不安定化する。こうして「確実な防衛策は先
制攻撃だ」となる。実際、安倍氏は「先に攻撃した方が圧
倒的に有利」と答弁、産経は「国際法で先制攻撃は容認さ
れている」とまで主張し、「先制攻撃で徹底的に壊滅させ
るには核兵器の併用が必要」との論者さえいる。安倍氏や
維新の「核共有」論は、ウクライナ危機に便乗し、「台湾
有事→日米共同作戦→策源地攻撃→米国の核も使用」とつ
なげる暴論で、相手国は日本への核使用も考えるだろうし、
その結果は双方の大量破壊と死しかない。
いま、「違った表現に」とか「名称も含めて検討」など
と言うが、政府はすでに巡航ミサイルの長距離化や護衛艦
の空母化、F35 ステルス機・高高度滞空型無人機・電子戦
能力の取得、南西諸島の複合基地化など、事実上の敵基地
攻撃能力保有を速めている。その実態を検証し、危険な動
きを止める必要がある。

『令和３年版 防衛白書』より
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1.27プレイベントを主催して　
「安保法制違憲訴訟全国原告連絡会」はあきらめない

「戦争法」 違憲訴訟 ・ 大阪事務局　古　橋　雅　夫

1991 年 1 月、イラクによるクェート侵攻に起因して、
多国籍軍とイラクとの湾岸戦争勃発。それに対し、憲法違
反の自衛隊をまごうことなき「国防軍」へと昇格させるべ
く、日本政府は「自衛権」の発露として自衛隊ではなく「カ
ネ」を出すことで、世界デビューを図り、まず手始めに湾
岸平和基金の名目で戦費90億ドルの支出を決定。そして、
同年 4月には「戦争は終結した」から問題はないという
詭弁で、「平和貢献」の名の下に機雷除去を目的とした始
めての自衛隊の実任務としての海外派兵を実施。加えて、
国連 PKO部隊であれば自衛隊の海外派兵一般を合憲とし、
これは「武力の行使」に当たらないとして、その後次々と
自衛隊の国外での活動が常態となり、2003 年 2月、イラ
ク戦争が勃発して、ついに自衛隊は米軍の実質後方部隊と
して戦地に参加する事態にまで至る。そうした「実績」の
上に立って、いよいよ 2015 年 9 月、新安保法制法を可
決成立させ、米軍への攻撃は、すなわち自国への攻撃を意
味し、結果自衛権を発動することは憲法上許される＝集団
的自衛権の行使を容認する所まで来たわけです。
この全ての時期、1991 年、2003 年、2015 年の出来事
を契機に、都度全国で違憲訴訟が提起され、私自身も原告
になりました。今、ロシア軍のウクライナ侵攻を前にして、
この時とばかりに「9条で平和は守れない」と明文改憲へ
の論議が強まりましたが、それでは、こうした自衛隊の立
ち振る舞いの違憲性を裁判で問い続ける事が無駄であった
ということになるでしょうか。憲法 9条が明文改憲され
ることになれば、ついに「国防」がわたしたちの義務とな
り、かつての戦争被害と同様に命を含め補償されることが
ありません。そうさせないためにも、わたしたちは、裁判
を通じて「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こるこ
とないように決意」したのは、主権者であるわたしたち自
身であることを証明しなければなりません。
憲法制定当時の憲法 9条における「戦争の放棄」とは「自
衛のための戦争も放棄したもの」という当時の首相答弁か
ら、ついに「自国が攻撃されていなくても」自衛権の発動
として自衛隊という名の軍事力を行使することができるま
でに至りました。憲法の一字一句も変わっていなのに、日
本の司法はどこまで政府解釈で捻じ曲げることを許すの
か、それが問題でした。別の言い方をすれば、「これが違
憲でないと司法が判断するのであれば、どうなれば違憲と
判断するのか」との義憤が沸き起こったのは当然のことで
した。そして全国約 8000 人の原告が 22 の地裁で 25 の
訴訟を起こしたのでした。

しかし、一審ではすでに２０地裁で判決が出ており、そ
の全てで派兵差し止めについては「却下」、損害賠償につ
いては「棄却」となりました。等しく肝心の憲法判断は避け、
「実際に戦争は起こっておらず、原告には保護されるべき
権利がない」という理由です。そして継続して控訴審が闘
われていますが、わたしたちには今一度裁判の戦略の見直
しと新たな視点を求めて「安保法制違憲訴訟全国原告連絡
会」を結成しました。1月 27 日の集会では限られた時間
の中でしたが、Zoomを使っての大阪、東京、埼玉、女の会、
宮崎、広島、愛知、山梨、釧路（道東）、高知の１０の原
告団から現状を報告し合いました。そして普段出合うこと
が難しい全国の原告の方々でしたが、コロナ禍で一堂に会
せないからこそ、それぞれに、また様々に判決に対する怒
りを持ち、闘っている仲間の皆さんの存在をお互いに実感
することができました。
判決は「安保法制が合憲であった」とまでは踏み込んで
いません。しかし、それはそうした「判断をするまでもな
く」という司法の責任の放棄でもありました。そこには
「わたしたちが、そういう判断を司法に許している」「わ
たしたちの裁判が、まだ裁判の土俵に乗っていない」と
いう問いかけがあり、そういう意味で、つまり今の司法
が「違憲」ないし「合憲」を判断しなければならないよう
な裁判にするためには、「何が足らないのか、どこを攻め
ればいいのか」といった点をこれからの課題として、皆さ
んと知恵を出し合い、継続的に議論する場がこれからも
必要だと考えます。集会は、そのよいスタートを切るこ
とができたように思います。裁判はまだまだ続きます。　　　　　　　　　　　　　　　　
記 2022 年 3月 23日
補足）こうした全国原告団との意見交換は昨年から定期
的に毎月 29 日の夜 19 時から始めており、Zoom でのご
参加が可能です。引き続きそこで継続して議論と情報交換
を積み重ねていきましょう。
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憲法を変えるな！～安保法制違憲訴訟の勝利を目指して

東京国賠訴訟原告　山 口 あ ず さ

2022 年 1月 27 日、講師に石
川健治東京大学法学部教授をお
迎えして、日本教育会館にて全
国原告連絡会主催のイベントが
行われました。まず全国の原告
をつないでのプレイベントがあ
り、本編は、雅楽の楽器の製作
者である鈴木治夫さんによる「笙
の演奏とお話」で始まりました。
どうしても難しくなってしまう
法律の話とは違って、神秘的な
笙の音色と、3000 年前の人も今
の人も、戦争への怒りは同じと
いうお話は、オープニングに相
応しく、多くの人の心に届いた
ことと思います。
次に、福田護弁護士に全国の
安保法制違憲訴訟の状況につい

は違う。日本国憲法の元首は普
通の元首ではなく、狭い意味で
元首と言うのだと説明すること
になるでしょう。何をしようと
しているかというと、やはり扇
動的な効果を引き出そうとして
いるわけです。
そして、法律学的意味での革
命も、説得定義に使われている
可能性があります。我々の生き
ている世界は、まず法秩序が論
理的に先行し、法秩序の眼鏡を
通して初めてこの社会が見える。
最初から国家があるわけではな
く、法秩序を通して国家が見え
てくる。国民も、あえて言えば
日本国憲法を通して国民が見え
てくる。国土も国権も、法秩序
があって、その法秩序を通してて解説していただきました。

そして、お待ちかねの石川健治教授による講演が始まり
ました。2月の終わりにロシアによるウクライナへの侵攻
などということは、夢にも思っていなかったのですが、参
加された方で、この講演で学んだことが、今流れてくる
ニュースの背景を理解するのに役立つと感じておられる方
も多いのではないでしょうか。
示唆に富んだ石川教授のお話をすべてご紹介するだけの
紙幅がありませんので、ここでは、関心の的をタイムリー
な話題に役立つ点に絞って、ご紹介させていただこうと思
います。

０． 説得定義

丸山眞男先生の有名な論説のタイトルから「復初の説」
と題されて、まず初心に帰るところからと話が始まりまし
た。安保法制と石川教授と言えば、「クーデターである」
という言葉が有名ですが、この言葉が「説得定義」として
捉えられてはならないということで、その解説がありまし
た。「説得定義」とは、言葉のエモーショナルな意味をそ
のままにしておいて、叙述的な意味を変更するという定義
の仕方を言います。典型は天皇元首論で、日本国憲法で天
皇は国政に関する権能を一切有しないとされている以上、
元首と呼ぶことはできないにもかかわらず、憲法に天皇は
元首であると書きたい、天皇にかつてのような統治権を持
たせようと考えているわけではないが、とにかく「元首」
と書き入れたいということは、言葉の持っているエモー
ショナルな意味を導引したいということです。ただし定義

鈴木 治夫さん *

福田護 弁護士 * 山口 あずさ（司会）*

石川健治 教授 **

初めて、人々が実体があると信じているものが見えてくる。
憲法の根本的な建前が変更されると、法秩序の連続性が破
壊され、通常の意味がみんなが国家だと言っているものが
いったん滅んで別の国になる。国民も国土も国権も変わる
という話。これを法律学的な意味での革命と呼ぶ。法律学
は法秩序しか見えませんから、違うものが見えていたら、
不順な眼鏡を使っていることになります。法学的な眼鏡を
通して、国家とは何だというのは法秩序がどこまで及んで
いるかという話になる。この議論は、誰が革命を起こした
かを問いません。革命と言う現象を法学の眼鏡で見ると、
法秩序の連続性の破壊しか見えてこない。したがって、下
からの革命も上からのクーデターも含みます。これが、こ
こで言う法律学的意味の叙述意味です。非常に厳密な意味
が与えられています。
安倍政権には恐るべき一貫性があり、まず、９６条改憲
で下からの革命を国民にそそのかそうとし、安保法制では
上からの革命としてのクーデターを行った。今日の話は、
叙述的な意味をきちんと聞き取っていただきたい。つまり
エモーショナルな議論ではないということです。

１． 内側の問題

平和政策には、同盟政策と言うのがあった。すなわち仮
想敵をつくって、同盟を組んで、同盟がもたらす抑止力に
よって平和を構築しようという考え方です。これは成功し、
戦争ばかり続いていたヨーロッパに比較的長期の平和が訪
れました。ただし、仮想敵を置いて同盟を組んでいるわけ
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の出口戦略でした。この４条と５条は実質的に、今、破ら
れています。４条は特別法を毎年つくることによって赤字
国債を出し続け、黒田バズーカによって、実質的に財政ファ
イナンスを行っています。直接日銀が買い入れてはいませ
んが、市場から、市中から国債を買い入れるという形で、
いわゆるアベノミクスの三本の矢の一つとしてやってきた
わけです。
実は９条だけではなく、財政法の４条と５条も破られて
いて、これは９条２項の財政概念としての戦力不保持に直
に響いてくるロジックだということを強調しておきます。
そして、集団安全保障体制としての国連に加入すること
になりました。同時に日米安保条約も結んでいるわけです
が、建前上、二国間安全保障条約であって同盟条約ではあ
りませんでした。9条の背景には安全保障政策に復帰する
という明確な意思があったのです。
しかし、国際連合体制に、その誕生と同時に同盟政策が
挿入されていました。国連憲章５１条です。集団的自衛権
の条文です。これには長い間の欧州国際法と米州国際法の
摩擦があります。最近指摘されている非常に興味深い仮説
で、国際法は一般のイメージでは欧州がつくったが、実は
そうではなく、欧州国際法と同時に南北アメリカの国際法
秩序も成長していて、両者が接触し、現在の国際法秩序が
できたというのがあります。
欧州国際法は集団安全保障で行こうとしたわけですが、
その前に南北アメリカが同盟政策を作ってしまっていたわ
けです。そこでつじつまを合わせなくてはならなくなった。
戦後の国際連合を立ち上げるために本来は同盟政策だった
のを、もともと違法性阻却事由として認められていた自衛
権に潜り込ませるという細工がなされたわけです。集団的
自衛権という言い方は、これ以前は存在しなかったわけで、
まさに苦肉の策として発明されたものです。
この後、石川教授のお話は、「２．外側の問題」として、
安倍政権が改正手続き自体を壊そうとしたことを指摘さ
れ、また「３．なめんなよ」として、尊厳の問題を指摘さ
れました。重要なメッセージとして、「一見極めて明確に
違憲」である安保法制については、入
り口のハードルを裁判所に下げてもら
うことが大事と話されました。
右側のQRコードで当日の動画をご覧
いただくことができます。
私事になりますが、安保法制違憲訴訟の会の事務局を
6 年間担って参りましたが、本年３月末で退任すること
となりました。お世話になった東京弁護団の先生方、様々
な場面でご協力いただいた原告のみなさん、支える会のみ
なさんに心より感謝申し上げます。最後の花道のような形
で、このイベントを全国原告連絡会で主催できましたこと
は一生の宝です。引き続き国賠訴訟の原告であり、かつ、
全国原告連絡会の活動は続けて参ります。この訴訟が、日
本の平和の礎になることを、願ってやみません。

写真提供：*川島進さん　** 斎藤紀代美さん

ですから、潜在的には戦争なんです。で、同盟政策の結果、
未曽有の世界戦争が起こってしまった。つまり一国同士の
戦争であればたかが知れていたのに、世界を二分する戦争
になった。ヨーロッパの文明にとっては、第一次世界大戦
の方が第二次世界大戦よりも大きな出来事です。
この反省に立って、戦後は平和主義の時代がやってきま
す。ここで言う平和主義は安全保障政策のことを指しま
す。仮想敵を置かないで地域の安全を保障するという意味
です。ですから集団を組むのが普通で、集団安全保障体制
という形になります。ヨーロッパ中心の集団安全保障が組
まれたのが国際連盟で、日本もこの常任理事国としてリー
ダーになります。敵を設けず地域の警察のイメージで安全
を保障していくということだったんです。集団的安全保障
体制が本来ですが、二国間の安全保障条約も可能と考えら
れていました。しかしカール・シュミットというドイツの
学者は、二国間の安全保障条約は、容易に同盟条約に転嫁
するんだという恐るべき予言をしていました。この安全保
障政策、とりわけ集団安全保障政策の下では戦争が違法化
されます。その言わば頂点となったのが、侵略戦争を違法
化した不戦条約です。それまで、戦争を起こす正当な原因
とされていた自衛が、本来違法なものを例外的に違法でな
くする事由、違法性阻却自由という形に位置づけを変えて
いくことになります。
ところがこれが暗転するわけです。国際連盟の体制に不
戦条約を組み込むための議論を進めていた矢先に日本が満
州事変を起こしてしまうわけです。結局、満州事変を正当
化できず、全員一致を前提にしていた国際連盟からの同調
圧力に耐えられず脱退せざるを得なくなり、飛び出した国
だけで、もう一度同盟を組むことになりました。日独伊三
国同盟です。平和主義の、つまり安全保障政策のリーダー
だった日本が一気に転落してしまいました。その帰結が再
度の世界戦争でした。
これを繰り返さないということで、安全保障政策への復
帰がトレンドになります。日本国憲法は 9条１項で明ら
かに不戦条約を盛り込み、不戦条約に水漏れがないように、
戦争だけではなくて、武力による威嚇と武力の行使も放棄
しました。さらにもう一重の防水加工をしたのが戦力不保
持条項を置いた 9条２項です。これは主として財政的な
概念です。戦費が調達できないようにすれば戦力を持てま
せんので。そこで憲法と同時にできた財政法４条と５条が
置かれます。４条は赤字国債の禁止、５条は財政ファイナ
ンスの禁止です。これは高橋是清の発明で、国債をどんど
ん発行して中央銀行が買ってしまえば幾らでも資金を調達
できるじゃないかと、やがて、これはまずいと思ってやめ
ようとしたら、二・二六事件で暗殺され、結局その後も財
政ファイナンスが続いて、戦後、出口戦略としてハイパー
インフレーションを起こし、新旧円の切り替えを行い、従
来、人々が持っていた旧円を紙くずにして、もう一度信用
秩序を立て直すということをやりました。戦争の結果と皆
思って耐え忍んだと思いますが、実際は財政ファイナンス



8 No. 23

【zoom29】 全国原告連絡会、 zoom イベントのご案内
全国原告連絡会では、毎月 29 日
に zoom イベントを開催していま
す。２月は 29 日がありませんでし
たので、27 日にアフガニスタンか
ら帰国したばかりの西谷文和さんを
お招きして最新情報をお聞きしました。ウクライナ
に対するロシア侵攻が始まったばかりのタイミング
でしたので、興味深いお話を伺うことができました。
YouTube で公開しておりますのでぜひ、ご覧ください。
なお、安保法制違憲訴訟の会のウェブサイト（http://
anpoiken.jp）からもリンクしています。

東京で行われる裁判

安保法制違憲訴訟を支える会ご支援のお願い

※コロナの影響で、当日のスケジュールは変更になる	
可能性があります。

〇原審が東京の裁判

 【東京差止め控訴審 第４回期日】５月２０日（金）
13:00 裁判所前アピール 
13:40 傍聴券抽選 * 時間が変更になる場合があります。
14:00 開廷 101 号法廷
16:30 報告集会 * 議員会館を予定しています。

【東京国賠控訴審 第６回期日】５月２４日（火）
13:00 裁判所前アピール 
13:40 傍聴券抽選 * 時間が変更になる場合があります。
14:00 開廷 101 号法廷　 * 判決
16:30 報告集会 *議員会館を予定しています。

ロシア・ウクライナ問題から派生して、日本の憲法改正に
関する議論も正念場を迎えると思われます。唯一の被爆国で
ある日本において、憲法 9 条を遵守のため、安保法制違憲
訴訟の役割も重要性を増しています。引き続きご支援をお願
いします。
年会費は、一口 3000 円（何口でもかまいません）です。

安保法制違憲訴訟を支える会
〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台3-2-11

連合会館内 平和フォーラム気付
tel.03-5289-8222　fax.03-5289-8223
E-mail soshou.sasaeru@anpoiken.jp

[振込先]

口座名義：安
アンポホウセイイケンソショウヲササエルカイ

保法制違憲訴訟を支える会
【ゆうちょ銀行から】
ゆうちょﾀﾞｲﾚｸﾄ：口座記号・番号：00140-514288
ATM：口座記号・番号：001405-514288
窓口：口座記号・番号：00140-5-514288
【その他の金融機関からのお振込み】
 店　　番：〇一九（ゼロイチキュウ）
預金種目：当座　口座番号：0514288

地裁 裁判の内容 次回期日

愛知（名古屋） 国賠 ４月 2２日 13:30 * 証人尋問
６月１５日 10:00 * 原告本人尋問

高知（差戻し） 国賠 4月 22日 15:00 * 第 8回

福岡 国賠 4月 15日 14:00 * 判決

大分 国賠 5月 26日 11:00 * 判決

鹿児島 国賠 4月 14日 13:10 * 判決

高裁 裁判の内容 次回期日

東京 第 2民事部（東京国賠） 5月 24日 14:00 * 判決

第 10民事部（東京差止）5月 20日 14:00 * 第 4回

第 4民事部（群馬） 6月   9 日 15:00 * 第 3回
* 証人尋問 青井未帆氏

第 19民事部（埼玉） 4月 28日 15:00 * 第 2回
8 月   4 日 15:00 * 第 3回

第 12民事部（山梨） 6月   2 日 11:00 * 第 3回

第 4民事部（長野） 5月 26日 15:00 * 第 1回

（女の会） *第 1回未定

（神奈川） *第 1回未定

札幌 第 2民事部（釧路） 5月 25日 14:30 * 第 2回

仙台（福島（いわき）） *第 1回未定

大阪（京都） *第 1回未定

広島（広島） *第 1回未定

（山口） 5月 25日 14:00 * 第 1回

（岡山） *第 1回未定

福岡 第 4民事部（福岡差止） 4月 25日 14:00 * 第 1回

第 1民事部（長崎） 5月 26日 14:30 * 第 1回
7 月 14日 14:30 * 第 2回

宮崎支部（宮崎） 6月 29日 15:00 * 第２回

全国の提訴・裁判の状況　（2022 年3月23日現在）

この春から夏にかけて、文字通り判決ラッシュとな
ります。zoom29 では、判決の出た各地からの報告を
中心に開催する予定です。ぜひ、アクセスしてください。


